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新たな予防外交と人間の安全保障
―マラウィの民主化の事例から―

平 井　照 水

はじめに

　予防外交が今日注目されるきっかけとなったのは，1992年に出されたガリ

国連事務総長報告「平和への課題」で国連の新たな役割のひとつとして提唱

されたことだった。一方，人間の安全保障への関心が高まったのも，1994年

に出された国連開発計画（United Nations Development Program: UNDP）『人間

開発報告書』で提唱されたことであった。いずれの概念も冷戦終結という新

たな状況のなかで，国際社会が直面する新たな課題についての問題提起であ

り，従来型の安全保障や紛争管理では対処しきれない新たな状況に対するオ

ールターナティブの提案であった。それは従来型の安全保障や紛争管理が，

既存の国際秩序の維持を目的とするものであったとすれば⑴，人々の視点か

ら問題の根本的解決を射程におき，社会的変革をも含む新しいアプローチの

提案であった。つまり，従来型のアプローチが現状維持政策であり短期的な

「安定化」を優先するものだったとすれば，新しいアプローチとは中長期的

な「問題解決」を志向する。そのため，やり方次第では逆に対立や紛争を引

き起こしたり，人々の安全保障を脅かしかねないという両義性をもつと考え

られるのである。そうしたジレンマのなかで求めていかざるをえないとすれ



64

ば，予防外交，人間の安全保障とはどうあるべきなのか。別個に論じられる

ことの多い予防外交，人間の安全保障であるが，本章ではむしろその共通性

に着目し，予防外交を進めていくうえでも人間の安全保障の視点が不可欠で

あるということについて，具体的事例をとおして考察していく。

　第 1節では，予防外交の歴史を踏まえたうえで，新たな予防外交と人間の

安全保障が，共通の時代背景のなかで提唱されたものであり，目的や手段な

ど概念的にも共通性があることについて考察する。また新たな予防外交にお

いて根本的原因からの解決を求める構造的予防が重要になっていることを明

らかにしたうえで，人間の安全保障とも共通する手段のひとつである民主化

について考察する。

　第 2節では，民主化による政権交替が平和裡に行われた国のひとつである

マラウィの事例をもとに，国内情勢が悪化するなかで構造的予防として求め

られた民主化が，その後どのように進んでいったのかを，教会をはじめとす

る国内のアクターの役割や，民主化に付随する国内情勢の変化に着目しなが

ら具体的に考察する。また，民主化が手詰まりに陥っている現状を踏まえ，

構造的予防においては人々の安全保障の視点を取り込んでいくことが必要で

あることについて考察する。

第 1節　予防外交と人間の安全保障

1．予防外交の歴史的変遷と新たな予防外交

　予防外交（preventive diplomacy）とは新たな概念ではない。国連の歴史を

ひもとけば，時代ごとに常に国連の新たな役割を求める積極的政策として求

められてきた経緯がある。

　第 2代国連事務総長であるダグ・ハマーショルド（1953～61年）にとって

の予防外交（当時は「防止外交」と和訳された）とは，地域紛争に大国が介入
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し，大国間の紛争や核戦争へと悪化・拡大するのを防止するための平和維持

活動（peace-keeping operations: PKO）であり，事務総長による非公式な「静

かな外交」と渾然一体となって進められてきたものだった。その「静かな外

交」を予防外交として再活性化させたのが，第 5代国連事務総長のペレス・

デクエヤル（1981～91年）である。武力紛争発生後の再発防止策である「防

止外交」ではなく，武力紛争発生前の「予防外交」の重要性を喚起し，事務

総長だけではなく安全保障理事会や総会なども含め，国連が組織的に予防外

交および紛争の平和的解決に取り組むための法的・制度的整備を行った（平

井［2001d］）。デクエヤルは，1970年代半ばから急増していた難民発生を予

防するための早期警報システムという形で，国内紛争の予防も射程に入れて

いたが，その主な関心はハマーショルドと同様，国家間紛争の予防であり，

国際秩序の維持であったと考えられる。

　これに対し，第 6代国連事務総長であるブトロス・ブトロス＝ガリ（1992

～96年）が提唱した予防外交は，この両者を引き継いだものであったが，こ

の両者とは異なる新たな予防外交像も見え隠れする。「平和への課題」（ガー

リ［1992］）は国連史上初めて開催された国家・政府首脳レベルでの安保理

サミットの要請に基づき出された報告書であるが，そこでは，予防外交を

「当事者間の争いの発生や現に存在する争いの紛争への発展を防ぐとともに，

紛争が発生した場合の拡大を防止するための行動である」と定義する。また，

「暴力的行為が発生する以前に解決することを目的とする」として，武力紛

争発生前の予防が最大の目的であることを明らかにしている。武力紛争発生

前の予防が，デクエヤルの予防外交を継承するものであり，それをもとに事

実調査や早期警報という手段やメカニズムが提案されたとすれば，武力紛争

発生前の PKOの「予防展開」や非武装地帯の設置とは，紛争当事者の間に

割って入り国連のプレゼンスを示すことにより紛争の発生や再発を防止する

というハマーショルドの「防止外交」（予防外交）を継承するものである⑵。

　これに対し，予防外交のもっとも望ましい有効な用い方として「根底にあ

る原因を解決するために機能すること」や，信頼醸成措置に言及しているこ
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とは，ガリによる予防外交が国連における従来の予防外交とは異なる新たな

予防外交の提案であることを示している。つまり，ガリ自身がどこまで明確

に意図していたかは別にして⑶，過去の予防外交が，抑止や外交的交渉によ

る短期的な予防を目指すものだったとすれば，「平和への課題」をみるかぎ

り，ガリによる予防外交はそれだけでなく，中長期的に紛争を引き起こす根

本的・構造的原因にまで遡って対処・解決しようとするものとなっている。

なお本章ではこうした予防外交が従来の予防外交とも，従来の紛争予防（後

に考察するように抑止概念を重視する）とも異なることを明確にするために，

「新たな」予防外交という言葉を使うものとする。

2．新たな予防外交と人間の安全保障

　では新たな予防外交はなぜ求められたのか。その時代背景を考察すること

により，予防外交と人間の安全保障が共通の基盤をもつ概念であることにつ

いて考察する。

　⑴　新たな予防外交が求められた背景

　「平和への課題」が出された1992年は，冷戦終結後，国内紛争が世界各地

で急増し，ピークを迎えていた時期であった⑷。従来の予防外交が核戦争を

はじめとする国家間紛争の予防を主な対象としていたのに対し，「平和への

課題」では，「人種間の新たな緊張も登場して，暴力行為が発生している」

（ガーリ［1992: para.12］）など，国家間紛争だけではなく，国内紛争もまた

「国際の平和と安全」の脅威であること，軍事的な脅威を超える諸問題への

取り組みが必要であることが示されている。「紛争や戦争の原因は幅広く，

かつ根深い」（ガーリ［1992: para.5］）とし，その後ガリ国連事務総長が発表

する「開発への課題」（ガーリ［1994］），「民主化への課題」（Boutros-Ghali

［1996］）に繋がる問題認識が示されているのである⑸。

　一方，こうした新たな状況をさらに明確に示したのが，UNDPによる『人
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間開発報告書』（UNDP［1994］）である。1995年の社会開発サミットに向け

ての課題として以下のように述べている。「人びとが安全な日常生活を送る

ことができなければ，平和な世界を実現することはできない。これから頻

発するのは，国家間の紛争よりもむしろ内戦であろう。内戦の原因は，社会

経済的な貧困と経済格差の増大に深く根ざしている。このような状況下で安

全保障を進めていくのに必要なのは，軍備ではなく，開発である」（UNDP

［1994: 1］）。そして人々の日常生活にまつわる脅威として，国内紛争や複合

的危機による国家崩壊とともに，「飢餓，民族紛争，社会崩壊，テロ，環境

破壊，麻薬の不正取引」や，「安定した雇用・所得・健康，環境や犯罪のな

い安全性」が損なわれることなどをあげている（UNDP［1994: 3］）。

　こうした問題意識のもとに，人間の安全保障は，人々の日常生活の安全を

確保していくために，「恐怖からの自由」と「欠乏からの自由」という包括

的安全保障を提唱する。さらにそのための手段として，人間を中心に据え，

経済成長を促すだけでなく，経済成長の利益の公平な分配をも視野におき，

貧しい人々の政策決定への参加などにも配慮した「持続可能な人間開発」な

どとともに，早期に潜在的な危険を察知し社会が危機的な状況に陥るのを防

ぐ「予防外交」や「予防開発」を提案している（UNDP［1994: iv］）。つまり，

開発援助の見地から予防の重要性を提起しているのである。

　予防外交が従来の紛争管理や安全保障だけでは対処できない新たな状況に

対する新しいアプローチを含むものだったとすれば，人間の安全保障もまた

従来の国家安全保障や開発援助のもとで安全が確保されない人々，あるいは

逆に脅かされている人々の視点からの問題提起としての包括的安全保障の提

案であったと考えられる（平井［2004］参照）。このように予防外交と人間の

安全保障は，共通の時代背景のなかで提唱されたものであり，概念的にも共

通性があると考えられる。

　⑵　新たな予防外交を求める三つのアプローチ

　「平和への課題」をきっかけに今日の予防外交への関心が高まってきたが，
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ここでは今日の予防外交に繋がる三つのアプローチについて考察する（平井

［1998: 222］参照）。

　第 1に，国連の予防外交に代表されるのが，国際秩序の維持を目的とする

アプローチである。冷戦終結後，新世界秩序が模索されるなかで，武力紛争

発生前の予防外交が求められるようになった。これは武力紛争の発生を未然

に察知し防止するために，第三者が早期に介入するという上からのアプロー

チであり，このなかには国連における従来型の予防外交や冷戦を支えてきた

「抑止」も含まれる。こうしたなかで，国連に対してもいわゆる介入型の予

防外交を行うのではないかとの懸念から，「平和への課題」以後，予防外交

の概念をめぐり激しい議論が展開されてきた。つまり，介入する側に立つこ

との多いアメリカをはじめとする先進国側が，予防外交にあらゆる手段を含

めようとするのに対し⑹，介入される側となることの多い途上国側は，予防

外交の手段を非軍事的・非強制的手段に限定し，内政不干渉の原則や合意原

則を重視する（平井［2001d］）。そのため国連では早期の予防外交についての

合意形成が依然，課題となっている。

　第 2に，地域における共通の安全保障を目的とするアプローチである。欧

州安全保障協力機構（Organization for Security and Cooperation in Europe: OSCE。

前欧州安全保障協力会議〈Conference on Security and Cooperation in Europe〉）で

は1975年の設立以来，欧州のみならず米ソという対立するアクターを包摂す

る形で信頼醸成措置，人権への取り組みなど，包括的安全保障をいちはやく

模索してきた。さらに今日では少数民族高等弁務官，自由メディア代表，民

主制度人権事務所などにより，予防外交や民主化，人権状況改善のための支

援が行われている。また，加盟国の安全保障は不可分に結びついているとい

う認識や共通の安全保障のもとに制度や規範が培われてきているように，自

ら規範を作り遵守することにより地域の安全保障を構築していこうという，

内発的アプローチでもある。OSCEにおけるさまざまな取り組みが国連にも

影響を与え，新たな予防外交への取り組みを促してきたとの側面もある⑺。

　第 3に，国内紛争において脅かされている人々の安全保障を目的とするア
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プローチである。いわば市民社会において求められた予防外交であり，その

ことが国内紛争を国際社会が取り組むべき課題として明確に位置づける結果

となった。冷戦終結後，旧ユーゴスラビア，ソマリア，チェチェン，ブルン

ディ，ルワンダ，リベリア，シエラレオネなどの悲惨な状況がメディアを通

して報道されてきた。CNN効果ともいわれるように，国内紛争の犠牲者で

ある人々の視点からのグローバルな関心を巻き起こした。疾病予防や災害防

止など予防概念の普及ともあいまって，予防外交への関心は高まりをみせた。

それを NGO側で喚起したのが，I. A.（International Alert）や国境なき医師団

（Médecins Sans Frontières: MSF）といった新しい型の NGOであった。I. A. は

アムネスティ・インターナショナルの活動が人権侵害が起きてからの活動で

あったのに対し，最大の人権侵害である紛争を予防するための予防外交を提

唱した。MSFも人道援助という活動現場から，紛争が起きる前に危機情報

を共有し，予防することの必要性を人々の視点に立って提唱している⑻。そ

の結果，前述の国連において，難民発生の予防や早期警報への取り組みがい

ちはやく始まっていたように，NGOや国際機関などのさまざまな活動現場

で予防外交が求められるようになっている。いわば国際・国内のさまざまな

レベルの多様な活動に，予防外交の概念を導入していくという下からのアプ

ローチであるといえる⑼。

　このように，冷戦終結後国際社会が新たな課題に直面するなかで，予防外

交が国連や国際機関，OSCE，NGOなど，さまざまなアクターの注目を集

めてきた。そこでは国際秩序の維持だけではなく，地域や人々の視点からの

包括的安全保障や根本的原因からの問題解決を求める新たな予防外交もまた，

模索されてきたのである。

3．新たな予防外交と構造的予防

　以上のように，予防外交とは歴史的変遷を経て形成されてきた概念であり，

今日もさまざまなアクターにより模索されているが，ここでは冷戦終結後求
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められた新たな予防外交とはどのようなものなのか，構造的予防という観点

からさらに考察する。

　⑴　直接的予防から構造的予防へ

　「平和への課題」での定義が曖昧さを含み多様な解釈を可能にするもので

あったことから，予防外交の定義をめぐっては多様な解釈が行われてきた⑽。

しかし，そうした議論を経て，最近では予防外交の定義についての議論も，

収束してきている。つまり，予防外交には，喫緊の武力紛争の発生を直接予

防するという短期的な紛争管理（直接的予防）と，紛争が発生していない段

階で武力紛争の根本的あるいは構造的原因からの問題解決を図るという中長

期的な紛争管理（構造的予防）があり，その両者を含めた包括的予防外交が

必要であるという議論である⑾。

　たとえばWallensteen［2002］は，冷戦終結後，早期警報や早期行動，集

団的行動により，悲劇的なエスカレーションや人々の大きな苦しみを予防す

るという直接的予防の重要性が認識されたが，今日ではさらに暴力的な紛争

へ発展する可能性のある構造的な要因に注目する構造的予防の重要性が認識

されるようになっている。そして構造的予防とは，紛争を予測し，紛争が起

こりにくいような社会を構築することであり，暴力が起こる可能性が高い国

家や社会の改革プログラムであると述べている⑿。

　これに対し，従来とは異なる新たな紛争予防として，構造的予防にも繋が

る新たな紛争予防の重要性をいちはやく提唱したのが Burton［1990］である。

紛争は人間の必要性に深く根ざした欲求が満たされずに起こるため，長く抑

圧したり封じ込めておくことはできないとし，力による抑止ではなく，協調

的関係を促進し，長期的に紛争の原因に対処していくという紛争予防が主張

されている。つまり，過去の紛争予防が抑止の概念を重視するのに対し，紛

争の根本的解決としての「協調的紛争予防」（conflict provention）を重視して

いるのである。なお Burton［1990］は予防概念に含まれる抑止という意味

合いを避けるために，“provention”という造語を使っている。
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⑵　構造的予防と人間の安全保障

　ではWallensteen［2002］が述べるように， 構造的予防とは暴力が起こる

可能性が高い国家や社会の改革プログラムであるとすれば，具体的にどのよ

うな手段が考えられるのだろうか。

　「平和への課題」（ガーリ［1992］）では，「紛争や戦争の原因は幅広く，か

つ根深い」とし，「紛争の根本的な原因である経済的な絶望，社会的不正，

政治的抑圧など」の幅広い問題に取り組むことの必要性に言及している（ガ

ーリ［1992: para.15］）。それとともに，国内問題に取り組む際には内政不干渉

の原則が問題になるが，「絶対的かつ排他的な主権の時代は過ぎ去った」と

し，相互依存を深める世界においては，国家主権の尊重だけでなく，各国に

おける「良好な国内統治」が必要である（ガーリ［1992: para.17］）。そして国

連の役割のひとつとして，「不完全な国家構造および能力の改革に対する援

助，新たな民主的制度の強化に対する援助」など，要請に応じて行われる技

術援助をあげている（ガーリ［1992: para.59］）。さらに各国国内での民主主義

の実現には，「人権および基本的自由の尊重」が必要であるが，「少数民族の

権利」への理解を深めることや，「未組織の人々や貧困者，社会的に無視さ

れてきた階層などに権限を与えること」をはじめ，社会的に弱い立場におか

れた人々への配慮が示されている（ガーリ［1992: para.18, 81］）。

　つまり紛争の原因として途上国にはガバナンスの問題があり，武力紛争の

発生や再発を防止するためにも良いガバナンスが必要であるという認識が示

されているのである。そして人権や基本的自由の尊重，少数民族や社会的に

弱い立場におかれた人々の権利の尊重など，ガバナンスの改善としての民主

化がそうした問題解決のための手段である。逆にいえば，そうした人々の視

点からガバナンスの改善のために，国際社会は干渉する用意があるとも受け

取れるのである。

　一方，『人間開発報告書』（UNDP［1994］）でも，人間の安全保障に対する

脅威として 7分類をあげたうえで，政治の安全保障について次のように述べ
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る。「『人間の安全保障』のうちで最重要事項のひとつは，人は基本的人権が

守られる社会で暮らすべきだということである」（UNDP［1994: 32］）。また，

人間の安全保障は「普遍的な生存権の要求を認めること」から始まるとし，

人々の自立に重きをおき，「すべての人は最低限の必要を満たし，生計のた

めの機会を与えられる」ことにより，「自分自身の能力を開発し」，さまざま

なレベルの開発に参加し，貢献することができるとする（UNDP［1994: 24］）。

　つまり，予防外交においても人間の安全保障を達成するために求められて

いるのも，基本的人権が守られる社会である。そのためには短期的に直接的

暴力からの自由に取り組むだけではなく，中長期的には構造的暴力からの自

由が必要であり，人間を中心とする開発や民主化といった社会の変革に取り

組んでいくことが求められている。また，冷戦が終わったことにより，市場

経済化（経済的自由化），民主化（政治的自由化）といった変革がより進めや

すくなったという現状の変化もこうした動きを後押ししていると考えられる。

4．構造的予防としての民主化

　紛争と人権侵害の関係が取り沙汰されるように，極度の人権侵害を放置す

ることが武力紛争の引き金になっていることも少なくない。1990～95年のデ

ータによれば，極度の人権侵害が行われていた国の77％で武力紛争が起きて

おり（Smith［1997: 11］），武力紛争を防止するためにも，人権侵害の問題へ

の取り組みが重要になっている。準民主主義国（semi-democracies）や専制

国家が紛争を引き起こす可能性が高いとの指摘（Ellingsen and Gleditsch［1997: 

43］）は，そうした国家の社会的変革の必要性を裏づけていよう。さらにデ

モクラティック・ピース論では，民主主義では政策決定過程が透明であり，

基本的人権の尊重をはじめとする民主的な規範や，権力の分立といったチェ

ック・アンド・バランスのシステムが国家の行動を規定するため，民主主義

が予防外交のための重要な手段として考えられている（たとえば大芝［1997: 

58-59］）。そうしたなかで複数政党制民主主義に基づく選挙が行われること
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も多い。しかし，ここで留意したいのは，民主化をはじめとする社会的変革

そのものが，逆に社会に新たな対立や紛争を生み出す要因でもあるというこ

とである。

　また，デモクラティック・ピース論では「民主主義国家同士は戦争をし

ない」とされているものの，そこで語られるのは民主主義国家同士の国家間

紛争である⒀。では民主主義国家における国内紛争はどうか。Ellingsen and 

Gleditsch［1997］の国内紛争のデータ（1973～92年）に基づく研究によれば，

「第三世界においても民主主義体制が国内紛争を起こすことはまれである」

としているが，これは「民主主義は非暴力的な体制である」ことを示してい

るともいえよう。しかし，それとともに「準民主主義体制」が民主主義体制，

独裁体制などに比べて一番紛争を起こしやすいというデータが示すのは，安

定した民主主義体制にいたる民主化の過程がもっとも紛争が発生しやすいと

いうことである。

　また，民主主義そのものが本来，「紛争のチャンネル」ともいうべき性質

を秘めている。Ellingsen and Gleditsch［1997: 70］によれば，「より民主的体

制になればなるほど，さまざまな集団が政治的抗議（protest）を暴力的であ

れ，非暴力的であれ行いやすくなるのである」。そのために「以前は独裁政

権のもとで封じ込められてきた過去の紛争を解き放ってしまう」こともあ

る。その一方，移行過程にある未熟な民主主義は，社会的な利害の不一致

（incompatibilities）をうまく調整できない。また新しく導入された政治制度が

現地の状況にあわないために，不安定を引き起こすこともある。たとえばア

ンゴラの場合には，憲法により大統領に権力が集中したことが，敗者を政治

プロセスにとどめておけず暴力に向かわせた一因として指摘されている。ま

た，複数政党制に基づく選挙のもとで多数派の支持を得ることが絶対命令と

なるなかで，政策やビジョンではなく，民族・宗教・地域が政治に持ち込ま

れ，対立を悪化させている場合も少なくない（平井［2001b: 470］）。

　ここに示されるのは，構造的予防の手段として民主主義が求められるとし

ても，民主化の過程においては，逆に国内対立を悪化させる可能性が少なく
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ないということである。しかし，そもそも武力紛争の発生を防止するために

求められるのが予防外交であるとすれば，その一手段としての構造的予防と

はどうあるべきなのか。次節では1990年代以降に議論となった民主化の典型

であるマラウィの事例をとおし，予防外交のあり方について具体的に考察する。

　なお本章では，ハンチントンの定義に従い，「自由で公正な選挙を経て代

表者を選出するための制度的な装置」である手続き的な政治システムを民主

主義と定義し，「非民主主義的であった体制が，自由で公正な選挙の実施を

通じて，手続き的な意味での民主主義へと移行（transition）する過程」を民

主化と定義する（ハンチントン［1995: 6］，小暮［2000: 189］）⒁。しかし，それ

とともにマラウィの事例が示すのは，選挙後も政治的課題は山積していると

いうことであり，民主化に付随し，さまざまな人々を巻き込みつつ，さまざ

まな領域で民主的変革を求める動きが同時並行的に起きていることである。

次節ではむしろこうしたマラウィの現状を踏まえて，国際社会による予防外

交の現状と課題を考察していくこととする。

第 2節　マラウィの民主化経験とその手詰まり

1．なぜ民主化が求められたのか

　⑴　民主化の国内的要因

　マラウィ共和国は，1964年にイギリスから独立し，1966年以来，ハスティ

ングズ・カムズ・バンダ（Hastings Kamuzu Banda）大統領（1971年以降は終身

大統領）のもとでマラウィ会議党（Malawi Congress Party: MCP）による一党独

裁体制がしかれてきた。イギリスをはじめ国際社会との緊密な友好関係を築

くなかで，安定した平和な国とみられてきたが⒂，その一方では，反政府勢

力の効果的・組織的な排除が行われてきた（Ohlson and Stedman［1994: 213］）。

英語とともにチェワ語を公用語とし，中部を中心とするチェワ・アイデン
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ティティによる国家統一が目指されてきたが，その陰で北部の少数民族や北

部・南部の知識層などの迫害も起きてきた（Chirwa［1998: 61］）。裁判がない

ままでの拘留や拷問が広く行われる一方，MCPの私兵であるマラウィ青年

開拓隊（Malawi Young Pioneers: MYP）や，ニャウという秘密結社による政治

的殺害や暴力も頻発していた⒃。政治的言論や情報が厳しく管理されてきた

が⒄，長年の間には，亡命者をとおし国内の状況も少しずつ外に知られるよ

うになり，冷戦終結後には，人権団体，国際援助機関や海外のメディアがマ

ラウィの人権侵害を問題としはじめた。東欧諸国や南アフリカ，ザンビアな

ど周辺諸国における民主化の影響により，国内でも学生運動や法曹界，反政

府組織が水面下で活動しつつあったが⒅，厳しい独裁体制のもとでは政府に

対抗する勢力になることはなかった（平井［2001c: 337］）。

　しかし，このマラウィにおいても，政府に対する異議申し立てが国中に巻

き起こることとなる。このきっかけとなったのが，1992年 3 月 8 日，カトリ

ック司教団の教書「われらの信念を生きる」（Living Our Faith。以下，教書と

記す）が，全国1000余りのカトリック教会で一斉に読み上げられたことであ

る。このなかで「不信と恐れ」が社会に蔓延していること，裁判がないまま

での拘留や拷問，政治的殺害や暴力などの人権侵害の問題，集会・結社・言

論の自由の制限，腐敗，縁故主義などの政治的民主化の問題や，教育，経済

的困窮と権利の剥奪（低賃金，貧困以下での生活，労働者・農民の権利）など

の社会的・経済的問題が指摘され，変革の必要性が初めて公に意識されるこ

ととなった（Ross ed.［1996: 203-215］）。

　この背景には，1980年代初めから悪化していた経済が，1980年代末にさら

に悪化し，経済の停滞，失業の増大など，さまざまな問題を表面化させたこ

とがある。人口増加が続く一方で，1992年にはモザンビーク内戦により100

万人以上の難民が押し寄せ，さらに厳しい旱魃が襲ったことにより，マラ

ウィの人々は困窮を極めた（平井［2001c: 333］）。1980年以降の構造調整政策

のもとで， 1人あたりの国民所得が年平均で0.7％も低下する一方（ブラウン

［1999: 126］），極端な貧富の格差や腐敗の問題が表面化した。こうしたなかで，
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教書では，後に国際的に大きな反響をよんだ人権侵害ばかりでなく，収奪的

賃金構造や農産物に対する不当な価格設定など，人々の視点からまさに日々

の生活の安全保障ともいうべき幅広い問題が提起されたのである。

　⑵　民主化の国際的要因

　これに対し，政府は，カトリック司教団を拘留や国外追放とした。また，

教書のコピーを保持・回覧する者は扇動罪に問われた。しかし，政府の教会

に対する厳しい行動により，逆に人々の間に政府に対する異議申し立てが拡

大していくことになる。

　まず，教書が発表された翌日曜日（1992年 3 月15日）には，カトリック教

会に限らず，いずれの教会でもカトリック司教団を支持する説教が行われた

が，いつもより多くの人々が集まり教会への支持を表した（Ross［1994: 59］）。

政府がカトリック教会に対し厳しい姿勢をとったことが，逆にバンダ政権の

正当性を揺るがす結果となったのである（Englund［1996: 113］参照）。後に

イギリスのスコットランド教会（長老主義の立場をとる）は，バンダ大統領

が同教会の長老であることを否定し，教会の権威をも政権の基盤として利用

してきたバンダ大統領に大きな打撃を与えた。

　一方，この教書を受け，地下で活動してきた反政府組織も活動を活発化さ

せていくことになる。学生が教書支持のデモを行い，マラウィからの政治的

亡命者がルサカ（ザンビア）に集まり，政治的改革のための戦略会議を開い

た。その会議から南部アフリカ労働組合連合委員会事務局長のチャクフワ・

チハナ（Chakufwa Chihana）が 4月に帰国したが，扇動罪で逮捕・拘留され，

「独裁政治と人権侵害の闘いの生きたシンボル」（Nazombe［1995: 136］）とな

った。これに対し，政府に対する抗議のファックスが海外の労働組合，人権

団体，援助機関などから大量に送られ，「ファックス革命」（アムネスティ・

インターナショナル日本支部編［1993: 97］）とも称される新たな現象を巻き起

こした。

　さらに 5月には南部の商業都市ブランタイアにおける賃上げと労働環境改
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善を求める労働争議が反政府暴動となって首都リロンゲにも広がり，警察や

MYPとの衝突により約40人が死亡した（Nazombe［1995: 136］）。こうしたマラ

ウィの国内情勢の悪化を受け，1992年 5 月のパリ援助国会合では，人権状

況の改善を求め，マラウィに対する人道援助以外の援助を凍結した（Nzunda 

and Ross eds.［1995: 7］）。

　⑶　マラウィの潜在的対立と民主化

　Copson［1994: 67］によれば，長期独裁政権のもとで1981年以来，政府と

「反政府亡命グループや北部の分離主義者」などとの間に潜在的な対立・紛

争があった⒆。マラウィにおける対立・紛争を人権侵害（政治的殺害，拷問，

裁判がないままでの拘留など）の問題だったとすると，その紛争当事者はバン

ダ大統領に代表される政府と，人権侵害の被害者（北部や南部の知識層を含

む）や政治的亡命者であり，これは従来からあった政治的対立や紛争の延長

でもあった。国内にも民主化を求める政治組織や独立運動を行う少数派グル

ープが存在したが，政治的結社や言論の自由が一切認められないなかで，め

だった活動は行えなかった。これに対し自由な活動を行えたのが，海外にい

た難民（政治的亡命者）であり，欧米政府当局やメディアに働きかけ，マラ

ウィの人権侵害や腐敗の問題を国際的なアジェンダにしようとした⒇。この

ときのマラウィの状況は，主として政府と反政府勢力（政治的亡命者を含む）

との間の政治的対立であったといえる。

　これに対し，人権侵害や極度の経済的困窮などが，大多数の貧しい人々の

生活ばかりか，社会全体の雰囲気をも蝕むなかで，そうした人々の困窮を放

置しておけないとして出されたのが，カトリック司教団による教書であった。

教書をとおし21，さまざまな人々が民主化に対する同床異夢の期待を抱くよ

うになったことが，マラウィにおける民主化の本格的な始まりであったと考

えられる。

　こうしたなかでマラウィの国内情勢の悪化を防ぐためにも，人権状況の改

善が国際的にも求められることになる。人権侵害という根本的・構造的問題
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の解決が求められ，民主化を求める動きが国内外で強まっていったのである。

つまり，民主化は，マラウィの人々の安全保障を確保するための手段である

とともに，国内対立の悪化を防止するという予防外交（構造的予防）のため

の手段でもあった。

2．なぜ民主化が平和裡に進んだのか

　マラウィでは国内情勢の悪化を防止するために，国際社会により構造的予

防としての民主化が求められ，比較的に平和的な政権交替が行われたといえ

る。では，なぜそれが可能だったのだろうか。

　⑴　民主化における予防外交の国内アクター

　①　交渉のためのフォーラムの設置

　カトリック教会の教書により社会の変革を求める人々の声が高まったと

すれば，こうした声を一つにまとめ現実の政策へと繋げていくことにより，

平和的な民主化を可能にしたのが，政府の内部事情に通じていた長老教会

であった。教書を発表したカトリック司教団がその後の活動を封じ込めら

れるなかで奔走したのが，長老教会（中央アフリカ長老教会ブランタイア教

区）のシラス・ンコザーナ（Silas Ncozana）事務局長である。同氏は，教会の

もつ国際的な関係を生かし，1992年 6 月に改革派世界同盟（World Alliance of 

Reformed Churches: WARC）代表団との連名で，バンダ大統領に公開状を提出

し，教書で取り上げられた問題について取り組むためのフォーラムの設置を

提言した。これを受け，政府閣僚との対話の場が設定されることとなったが，

それを機に同氏はキリスト教・イスラーム教の牧師や長老だけではなく，法

曹界，実業界，圧力団体（後の政党）などから構成され，真に国民の代表と

なるべきフォーラムとして公共問題委員会（Public Affairs Committee: PAC）を

組織した。この間，ンコザーナ氏は政府側からさまざまな嫌がらせを受ける

一方，反政府側からも政権宗教という長老教会の立場への疑念から協力が得
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られず，孤立無援の戦いがしばらくは続いたとされる（Ross［1998a: 126ほか］）。

　しかしこうした活動が実を結び， 8月にはマラウィ・キリスト教会議

（Christian Council of Malawi: CCM）による公開質問状や，宗教を超えた市民社

会の代表者（後の公共問題委員会のメンバー）による手紙があいついで出さ

れ，政府に対し一党制か複数政党制かを問う国民投票の実施を求めた。その

結果，10月の公共問題委員会と大統領対話委員会（Presidential Committee on 

Dialogue: PCD）との第 1回会合の前日に，大統領自身により国民投票の実施

が発表され，その後は公共問題委員会と大統領対話委員会との会合を通じ，

国民投票の準備が進められていくこととなった（Ross［1998a］）。

　一党制をとり政治活動も禁止されてきたマラウィでは，選挙や政治制度の

変革について，政府と交渉するための組織も制度も存在せず，問題解決のた

めのチャンネル自体が存在しなかった。こうしたなかで，厳しい統制を受け

ながらもMCPのコントロール外にある唯一の市民社会の組織が教会であっ

た22。その教会のもとに反政府勢力を含め幅広い人々の代表として公共問題

委員会が設立され，市民社会の意見を集約できるようになったことで，政府

にとっての正式な交渉相手となった。また，政府との政治的対話の場が確保

されることにより，民主化へのチャンネルと筋道が確保されることになった。

また，交渉において教会は，政府と反政府勢力との仲介者的役割も果たすな

ど，交渉を進展させるうえでも重要であった。こうした動きをイスラーム教

も含めすべての宗派が支持し，協力体制が構築されるとともに，教会が深く

関与することにより，村レベルにも民主化に向けての動きが浸透していった

と考えられる。

　②　選挙に向けての新たな枠組み

　1993年 6 月の国民投票で，複数政党制を63.2％が支持し，複数政党制に基

づく大統領・議会選挙の実施が合意された。その後，国連の支援により，政

府と並行し，当時の政党の代表により複数政党制への移行政権として国民

協議会（National Consultative Council: NCC）が作られ，複数政党制選挙実施に

向けて新憲法の草稿が作られていった。またそれを補完する国民執行委員会



80

（National Executive Committee: NEC）が閣僚や移行期の政府の政策を監視した。

以後，公共問題委員会に代わり，国民協議会に政府との交渉と，選挙に向け

ての準備が委ねられることとなった。この過程では，数千人の政治的亡命者

への恩赦，裁判がないままでの拘留や財産接収法の廃止，扇動法の修正，複

数政党制に基づく総選挙に向けての憲法改正や法律の整備などが進められて

いった（Carver［1994: 58］）。

　マラウィの人々が作った公共問題委員会が，政党だけでなく，教会や法曹

界，実業界など市民社会の代表からなる組織であったのに対し，国連のもと

で作られた国民協議会／国民執行委員会は，設立時点で登録した 7政党の代

表（MCPを含む）からなっていたにすぎない。マラウィが独立後，一党独裁

体制をとりバンダ政権下の一部の政治的エリートに支配されてきたという歴

史を踏まえた場合，政治的エリートからなる政党（しかも選挙前であり人々の

審判を受けていない）だけで，憲法などの制度的改革を行うことの正当性を

疑問視する声もある（Kanyongolo［1998: 364］）。

　③　選挙による平和的な政権交替 

　1993年 6 月20日に行われた国民投票の結果，複数政党制を支持したのが，

北部と南部であったとすれば，反対したのは中部であった。1994年 5 月17

日の選挙の結果，大統領に当選したのが一番人口の多い南部出身で統一民

主戦線（United Democratic Front: UDF）から出馬したバキリ・ムルジ（Bakili 

Muluzi）であり，次点が中部出身のバンダ前大統領（MCP）だった。一番人

口の少ない北部出身で民主同盟（Alliance for Democracy: AFORD）から出馬し

たチャクフワ・チハナ（Chakufwa Chihana）が，もっとも少ない得票数であ

ったが，北部に限っていえばその85％以上を独占する結果となった（Chirwa

［1998: 65］）。選挙をとおしまず表面化したのが，植民地ならびにバンダ政権

下で醸成されてきた民族・地域主義であった。

　国民投票では複数政党制選挙の是非を争点に，中部を基盤とするバンダ政

権に対し，反政府側が一枚岩となり民主化のもとに結束していたのに対し，

国民投票後は明らかな争点がないなかで，反政府側それぞれが選挙戦を戦う
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政党として競合することになった。そのため国民投票後は，民族・地域ごと

に投票結果がさらに分断されることとなった。

　このようにマラウィにおいても民族・地域主義が表面化したが，それに

もかかわらず，民主化にともなう政権交替が比較的平和裡に進んだ。その理

由としては，南部の少数民族ヤオの出身でイスラーム教徒であるムルジ新政

権が，国民融和を唱え，基本的には経験豊かな官僚を引き続き登用したこと

（Phillips［1998: 227］），バンダ大統領に対しても恩給や特権を与えるなど，新

旧が融合する形での漸進的な民主化が進められたことなどがあげられよう。

なお，バンダ大統領が1997年11月に99歳で亡くなった際には，独立時の英雄

として国葬としている。

　⑵　民主化と予防外交の国際的アクター

　一方，こうしたマラウィの民主化のさまざまな段階で，国内アクターの活

動を支えたのが国際社会だった。

　カトリック教会の教書が出された背景として，1989年のヨハネ・パウロ 2

世（John Paul II）によるマラウィ訪問が大きな誘因となっていたことが取り

沙汰されているように（Ross［1995: 35］），教書に始まる教会の一連の動きを

支えたのは，教会のもつ国際的なネットワークだった。長老教会がスコット

ランド教会と歴史的に強い関係をもっていたことは，バンダ大統領との政治

的交渉を進めていくうえで大きな支えとなった。公共問題委員会が国民投票

や選挙に向けて政府との交渉を行う際にも，選挙監視，セミナー，市民教育

などの活動を行っていく際にも，スコットランド教会は，改革派世界同盟，

イギリス・アイルランド教会協議会（Council of Churches for Britain and Ireland: 

CCBI），欧州教会会議（Conference of European Churches: CEC）などからの国

際的支援を，資金的にも戦略的にも調整する役割を果たした。また，イギリ

スのスコットランド教会は情報提供や特使の派遣を通じてイギリス外交にも

影響を与えた。こうした国際的な支援は，厳しい環境のなかで繰り広げられ

ていたマラウィの人々の活動を精神的にも支える結果となった（VonDoepp
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［1998: 122-126］）。

　一方，バンダ大統領が国民投票を受け入れた背景としては，民主化を求

める声が，国際的にも国内的にももはや無視できなくなったことがあげられ

る23。さらに，イギリス連邦事務局では，援助国側の意向を伝えるために，

バンダ大統領にきわめて近い人物を派遣し，直接バンダ大統領自身の説得に

あたらせてもいる（Phillips［1998: 227］）。また，政府の要請に基づき国連か

ら調査ミッションが派遣され，国民投票実施のための支援が行われる一方，

国連の報告書で指摘された問題点は公共問題委員会と大統領対話委員会の間

で討議された。野党側の準備が遅れていたことから，ガリ国連事務総長が国

民投票の実施を 3カ月遅らせるようバンダ大統領に親書で求め，了承されて

いる（平井［2001c: 330-331］）。

　国民投票や選挙の際には，国連をはじめ，欧州連合（EU），イギリス連邦

など，多くの機関が選挙監視団を派遣している。国連はマラウィにおいて，

選挙のときだけではなく，国民投票の前後，選挙前後を含め比較的長期にわ

たり，選挙や憲法改正などの技術支援を行っている。マラウィの事例は，不

安定な時期を第三者が見守り支援していくことの重要性を示している。

　アフリカの小国であるマラウィは，国際社会の支援なしに生きていけない

国のひとつである。マラウィの民主化においても，国内のアクターは，国際

社会との連携を必死に模索している。海外にいる政治難民は，バンダ政権の

人権侵害と腐敗を訴え，長老教会をはじめとする宗教関係者や公共問題委員

会もまた，海外からの精神的・物質的支援を求めた。一方，バンダ大統領の

基盤もまた，マラウィ独立以来，冷戦という国際情勢のもとで培ってきたイ

ギリスをはじめとする西側諸国との独自の繋がりであり，スコットランド教

会の長老という宗教的地位であった。つまり，どちらが国際社会から正当性

を得られるかをめぐる熾烈な戦いが繰り広げられたともいえる24。1990年代

から急速に進行したアフリカの民主化は，市場経済化とともに，植民地化，

独立に次ぐ「第三の変容」（大林［1999］）とも呼びうるであろうが，マラウ

ィの政治社会構造も国際社会における位置づけもその本質はあまり変わって
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いないのではないか。「マラウィの民主的制度が援助資金や投資を引きつけ

るほとんど唯一の財産である」（Englund［2002: 19］）と語られるとき，民主

化の行方を握っているのも，国際社会の側であるといえるのかもしれない。

3．民主化がどのような国内対立を誘発したか

　以上のように国内情勢が悪化しつつあったマラウィに，構造的予防として

の民主化が導入された過程について，主に予防外交の観点から考察してきた。

しかし，それは一方で国内対立を誘発していった過程でもあった。

　⑴　民主化への人々の期待の高まり

　カトリック司教団の教書がきっかけとなり本格的に始まったマラウィの民

主化であるが，国際社会にとってはチハナに対する人権侵害や，労働争議に

端を発した反政府暴動により約40人もの死者を出すにいたった治安の悪化こ

そが，最大の関心事であった。これに対し教書が示すのは，マラウィでは，

国内における人権侵害の解消という政治的民主化だけでなく，社会全体を蝕

む「不信と恐れ」の蔓延や「新たな意欲の喪失」，人々の経済的困窮や権利

の剥奪など，経済的・社会的問題の解決もまた争点であったことである。そ

れは生きるうえでのぎりぎりの生活を強いられている人々の視点から，政

治・経済・社会的変革の必要性を訴えるものだった。

　これを裏づけるのが，多数の死者を出した反政府暴動はそもそもブランタ

イアで発生した労働争議が拡大したものだったことである。また，その後に

も食糧やミニ・バス料金の値上げを契機とする暴動が起きている。マラウィ

の都市の人々にとっては，労働賃金や労働条件の悪化，失業，日用品や公共

料金の値上げといった経済状況の悪化が，「生きるための戦い」における最

大の課題であったと考えられる。

　一方，1980年代から経済状況の悪化が続くなかで，人口の約85％が居住す

る農村でも厳しい状況があった。年率3.2％から3.6％もの割合で人口が急増
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するなかで，モザンビークから100万人以上もの難民が流入し，1992年から

1994年にかけて繰り返された旱魃のもとで食糧自給さえ難しい状況が続いて

いた。さらに，Englund［1996: 125］によれば，南部の農村の人々が国民投

票に期待したのは，「党カードの義務，税，農作物や肥料の不公平な価格」

の改善であり，「1970年代から禁止されていた南アフリカへの労働移動の再

開」という経済状況の改善であった。

　このように民主化の過程では，生存ぎりぎりという生活に喘いでいた人々

にとっての新たな期待を生むことになった。民主化がさまざまな人々に，

日々の生活における同床異夢の希望をもたらしたのである。

　⑵　武装解除と国軍における民主化をめぐる対立

　①　武装解除をめぐるMYPと国軍の対立

　マラウィの民主化の過程で一番の脅威となったのが，MCPの私兵で市民

に対する末端での人権侵害を引き起こしてきたMYPであった。このMYP

の武装解除をめぐり短期間ながら武力紛争が発生している。

　これは1993年12月 1 日に北部の都市の酒場で，国軍兵士とMYPが口論と

なり，国軍兵士が殺されたが，その報復として国軍の下級兵士が中心とな

り，かねてからの懸案であったMYPの武装解除を行ったものだった。12月

3 日から 4日にかけて国軍により行われたMYPの武装解除のためのブウェ

ザニ作戦（Operation Bwezani）により，20数人が死亡，100人余りが負傷した

（Carver［1994］）。その結果，大量の武器や秘密書類とともに，モザンビーク

民族抵抗（Resistencia Nacional Mocambicana: RENAMO。以下レナモと記す）の

制服が押収された（Ohlson and Stedman［1994: 214］）。マラウィ国軍がレナモ

の攻撃からナカラ（Nacala）港を守るのを数年間任務としてきたのに対し，

MYPはレナモと合同軍事訓練を行うなど密接な関係にあり，それが国軍と

MYPの対立にも繋がっていた（Carver［1994: 58］）。MYPの一部はモザンビ

ークのレナモの支配下の難民キャンプに逃げ，テロ集団が結成されたとの報

告（Mutua［1994: 50］，Newell［1995: 177］）や，武器を持った強盗としてマラ
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ウィに戻ってきているのではないかとの懸念も囁かれている（Mapanje［2002: 

180］）。

　②　民主化をめぐる国軍内部の対立

　一方，このときの国軍の行動は統一された指揮のもとで行われたものでは

なく，反対する国軍のトップである国軍司令官（Army Commander）を自宅に

監禁して行った下級兵士の「反乱」でもあり（Tengatenga［1995: 102］），クー

デタの可能性すら指摘されていた（Newell［1995: 175］）。つまり，MCPの私

兵であるMYPの武装解除をめぐる武力衝突は，国軍とMYPの対立だった

だけでなく，国軍内部の対立でもあったのである。

　この背景にあるのは依然としてバンダ政権下の利権構造に組み込まれ旧

政権側に忠誠を誓う国軍の幹部と，教会や一般市民による新しい民主化への

動きに共鳴する下級兵士との間の対立であった25。つまりバンダ大統領から

は，国軍に対し民主的変革を求める人々を取り締まるようにという圧力がか

かっていたが，国軍内部には民主化の移行期に，国軍は旧政権側につくべき

か，民主化を求める市民の側につくべきかをめぐる対立があった。これに対

し，当初，国軍では政治的混乱から距離をおき行動しないという「国軍の不

関与」（Newell［1995: 170］）の方針が示されていたが，1992年に新たに就任

した国軍司令官は，こうした方針や国軍内部の民主化支持の動きを無視した。

しかし，国軍の幹部の不正26が発覚したことなどから，国軍内部の民主化支

持の動きが，国軍自身の民主的変革を求める動きへと発展し，こうした下級

兵士の声が次第に抑えられなくなる。下級兵士によるブウェザニ作戦はまさ

にこうした状況のなかで行われたのである。民主化が政治だけではなく，国

軍にも及ぶ総合的な変革プロセスであったことを象徴する出来事といえよう。

　一方，武装解除をめぐる軍事行動が短期間で終結した背景としては，政府

と国民協議会との間で武装解除についての合意がある程度できていたこと，

軍による武力行使後ではあったが，軍をコントロールしていることを示すた

めに，政府も国民協議会も速やかに軍に対しMYPの武装解除の命令を下し

たことがあげられる。また，国軍とMYPの対立が起きたのは，バンダ大統
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領が南アフリカで脳の手術を受けた時期であったが（Newell［1995: 173］），バ

ンダ大統領は速やかに復帰し，下級兵士の要求を入れ国軍の民主的変革を

進めた。このことにより，国軍の行動が沈静化するとともに，国軍が必要以

上に政治に関与することを防いだと考えられる（Newell［1995: 175］）。一方，

バンダ大統領は，MYPに対しても退職者への年金と残留者の警察への併合

を約束している。

4．民主化の現状とその限界

　マラウィではすでに 3回の大統領・議会選挙を経験し，民主化が順調に進

んでいるかにみえる。しかし，その一方では民主化の揺り戻しも危惧されて

おり，さらなる民主化が課題ともなっている。民主化をとおして何が達成さ

れ，何が課題として残されているのだろうか。

　⑴　選挙をめぐる民主化の現状

　1994年 5 月の第 1回選挙ではムルジ大統領が誕生する一方，議会選挙に

おいて UDFは過半数を獲得するにいたらず，チハナ AFORD党首を第 2副

大統領にするなどして連立政権を組んだ。しかし，1996年 6 月チハナ第 2

副大統領が辞任し UDFとの連立を解消したが，UDFは議会の過半数を確

保するために AFORD議員を閣僚として入閣させつづけた。これに抗議し，

AFORDは議会をボイコットした。また，バンダ前大統領が所有しMCPの

重要な資金源となっていた企業の接収問題に端を発し，1995年 9 月以来，

MCPも議会をボイコットしつづけた。しかし，UDFが国会を欠席する議員

の給与差し止め法案を1997年 4 月に採択したことにより，野党も国会に復帰

したが，この陰でカトリック司教が対話の仲介役を果たしたともいわれてい

る。

　1999年 6 月には，登録や投票所設置の遅れから延期されていた第 2回大統

領・議会選挙が行われ，MCP/AFORDの連立代表に対し，現職である UDF
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のムルジ大統領が辛勝したが，再び民族や地域により支持政党が分断される

結果となった（Jere-Malanda［1999］）。MCP/AFORDの連立も政策ではなく政

権奪取のための連合でしかなく，選挙後にはMCP，AFORDともに相次い

で分裂した。一方，MCPのテンボ派27，AFORDのチハナ派と緩やかに連合

するムルジ政権に対しても批判がある（高根［2004b］，Mapanje［2002: 180］）。

　2004年 5 月に行われた第 3回大統領・議会選挙では，憲法を改正して 3選

を目指すムルジ大統領の動きをめぐり有力各派の分裂が続いたが，UDFを

中心に連合を組むことで議会の過半数を獲得した。また UDF/AFORD/NCD

（新民主会議）連合のビング・ワ・ムタリカ（Bingu wa Mutharika）が35.9％と

いう低い得票ながら大統領に当選した。第 3回選挙においては諸政党の分裂

もあり，民族・地域主義的傾向は減少をみせた。またムルジ前大統領の路線

を踏襲すると思われていたムタリカ大統領が，それに反し選挙後には閣僚数

を94から26に削減したのをはじめ，反腐敗キャンペーンを展開し，UDF幹

部数名を反腐敗局（Anti-Corruption Bureau: ACB）に訴えるなどの独自路線を

とった。その結果，ムルジ UDF党首（前大統領）との対立を深めたムタリ

カ大統領は，UDFを脱退し，民主進歩党（Democratic Progressive Party: DPP）

を発足させるなどの動きをみせているが，その一方でムタリカ大統領自身に

対する批判も起きている28。

　これらは手詰まりに陥りつつあるマラウィの民主化の姿を映し出している。

一党独裁体制を続けてきたマラウィの政治にとり，政党間の政策やイデオロ

ギーの違いはあまり重要性をもたず，政治的エリート間の離合集散により政

治が動いている29。政治的対立は経済的利害対立と表裏の関係にあり，閣僚

ポストや金をめぐり，政治家が政党を自由に替え，離合集散を繰り返す姿は，

「カメレオンのような政治」として批判されている（Dzimbiri［1998］，Englund 

ed.［2002］，高根［2004b］）。しかし，こうした有力政党の分裂の陰には，新

しい民主主義を構築していこうとする勢力と，従来型の政治風土を維持しよ

うとする勢力との対立もみられる。それは腐敗からの脱却をめざす新しい勢

力30と，利権構造を温存しようとする勢力との対立でもあり，国際社会から
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の腐敗防止への圧力と国内のパトロン・クライアント関係とのせめぎ合いで

もある。マラウィが今後どちらに向かうのか，まさに「民主化の岐路」に立

っているといえよう。

⑵　民主化と温存される政治社会構造

　①　民主化とその揺り戻し

　バンダ大統領時代には政治的議論がタブーであったのに対し，第 1回・第

2回選挙後のマラウィは，言論と結社の自由を初めて享受したが，それとと

もに，議会や政治運営における厳しい政治的対立を経験した。そうしたなか

で政治的対立が政治制度のもとで解決できないという政治の未成熟さを露呈

する一方，選挙結果や報道の自由に関する異議申し立てが行われるなど，裁

判所やオンブズマン委員会がマラウィの民主化を支えるという新しい側面も

みせた。

　また，国民投票や第 1回選挙前には，バンダ政権時代の唯一の政党で

あったMCPの人権侵害が政治の大きな争点となった。そのため，UDFや

AFORDが過去に人権侵害を行ってきたMCPとの違いを訴える一方，MCP

自身も過去の政権からの変化を訴えた。いずれの政党も「複数政党制民主

主義，人権，市場経済化」を政策として掲げたが（Englund［2002: 12］），そ

の結果，教書で指摘されていた問題のいくつかが改善され，人々の生活にも

さまざまな変化がもたらされた。ラジオや新聞などの自由なメディアが生ま

れ，初等教育が無償化され就学率が増加した。北部のムズズにも大学や病院

ができ，世界銀行の資金援助のもとで行われているマラウィ社会行動基金

（Malawi Social Action Fund: MASAF）では，政府と協力しつつも政府から独立

した組織として，コミュニティの意思決定に基づく参加型の社会開発プロジ

ェクトが行われている。

　しかし，その一方で過去のMCP一党独裁体制時代と変わらない実態も垣

間みせている。それを象徴するのが，失敗に終わったもののムルジ大統領

が憲法を改正し， 3選を目指す動きを展開したことである。またMapanje
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［2002: 180］によれば，過去の人権侵害の象徴であるMCPのテンボ派と連

携する動きを UDFがみせる一方で，民主主義を構築するために行ってきた

政治集会や，参加者がファーストネームで呼び合う定期会議などが開かれ

なくなっているという。政治集会の開催を求めるムルジ政権の閣僚が偶然に

も死亡したり，政治に異議を申し立てた政治家や学者，牧師などに対する暴

力事件が相次いでおり，UDFの青年同盟（Young Democrats）が，かつての

MYPと同様に，政治に暴力を持ち込みはじめていることへの懸念も囁かれ

ている。学生デモに対する警察の過剰な反応や異議申し立てをする歌手の警

察での死亡事件などが，かつての人権侵害の恐怖を呼び起こしはじめている。

　②　民主化と人権侵害をめぐる状況

　バンダ大統領時代の人権侵害をなくすことにいったん成功したかにみえる

マラウィの民主化であるが，なぜ今こうした揺り戻しが起きているのだろう

か。予防外交の観点からは，漸進的な民主化としてとられたさまざまな措置

が対立の先鋭化を防ぎ，対立や紛争の悪化を防いだと考えられるが，それが

逆に過去の独裁体制を支えてきた政治社会構造や文化を温存する結果となっ

ていることが危惧される。

　たとえば第 1回選挙後には，バンダ政権下の人権侵害を象徴する事件とし

て国民の関心を集めていた 4人の政治家暗殺事件についてのムワンザ裁判31

が行われた。被告のバンダ前大統領側がイギリスから弁護士を雇うなどして

行われた結果，証拠不十分のため無罪となったものの，バンダ大統領は1996

年 1 月に国民に対しラジオで「謝罪」した。これに対し，逆に審議をとおし

て明らかになったのは，当時の官僚トップである事務局長が深く関与して

いたことであり，人権侵害が政治構造的に浸透していたことであった32（van 

Donge［1998］）。バンダ政権下ではMCPという一つの政党しか認められてい

なかったが，これを裏返せば，バンダ前大統領側，ムルジ大統領側のいずれ

もが同じ政党に属していたということである。人権侵害が政治社会構造に浸

透するなかで，人権侵害を生む土壌は当時の有力政治家を中心に社会にある

程度共有されていたと考えられるのである。
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　人権侵害に関しては，人権委員会，オンブズマン事務所のもとに人権侵害

の被害者に対する国家補償法廷が1996年 6 月に設けられた。しかし，人権侵

害に対する裁判が過去の真実を明らかにできず，また南アフリカで行われた

ような真実和解委員会などの試みもないなかで，マラウィで過去に何があり，

何が問題だったのかは依然として闇の中といわざるをえない。また新旧の和

解と融合をめざすムルジ大統領の政策は，人権侵害や腐敗をもたらしてきた

過去の政治文化を継承させる危険性を常に孕んでいる。その結果，新しい民

主主義のもとで従来と変わらない政治社会構造を温存している可能性も高い。

今後のマラウィの安定のためには，人権侵害や腐敗を生んできた政治社会に

おける構造的問題を解決していくというさらなる民主化が，改めて必要にな

っているのである。

　③　温存される政治社会構造と貧困問題

　Kanyongolo［1998: 360］によれば，マラウィでは植民地からの独立後も，

バンダ政権というMCPの一党独裁体制のもとで，国家と政党や支配的エリ

ートが一体化する一方で，大多数の人々が周辺化されてきた。そのため土地，

農業，産業，商業，財政，貿易に関するさまざまな政策が，大多数の人々を

犠牲に，国家と政党，私企業の利益を最大化するためにとられてきた。また

ブラウン［1999: 126-129］によれば，経済悪化のなかで行われてきた1980

年以降の構造調整政策下でも，民営化のかけ声のもとで国有企業がバンダ大

統領の私有企業に変わる一方，大農場の開発と政府のお抱え企業への融資の

ために，小農民からの搾取が続けられ，最低賃金が抑えられてきた。政治家

や実業家に保有されたまま放置される広大な土地の問題（農地の28％）をは

じめ（Chinsinga［2002: 38-39］），永続的な搾取的植民経済構造が改善されな

いなかで，大多数の人々が常に極度の欠乏と収奪のもとにおかれてきたので

ある。こうしたなかで1992～93年の労働争議に端を発した一連の出来事は，

苦情処理のメカニズムを長いあいだ否定されてきた労働者による反応であっ

たともいわれる（Banda［1995: 45-47］）。

　これに対しムルジ政権は貧困撲滅を掲げているものの，その成果が十分
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上がっているとはいえず，貧困に関する調査では農村でも都市でも貧困者

数が増えており，40％以上が 1日 1ドル以下の絶対的貧困にある。また1994

年以後，貧困撲滅プログラムを行ってきたが，政権政党である UDFの声の

みが反映されるなど，腐敗を招きやすい構造が問題となっている（Chinsinga

［2002］）。つまり，かつてのMCPという一党独裁体制と同様の政治社会構造

が，UDFを中心とする政権のもとに現出しているのである33。さらに政府へ

の批判をよしとせず，政治的反対者は排除すべき敵であるとし，容易に政治

的暴力を許すような文化が依然として存在する。こうした過去の亡霊が，政

治的エリート間の一見「民主的」な対立の陰に見え隠れしている（Englund

［2002: 14］）。つまり，一部の政治的エリートのもとで大多数の人々が，政治

的にも経済的にも周辺化されてきたという構造が，過去においても，今日の

複数政党制民主主義においても，人権侵害や腐敗といった問題を現出させ，

極端な経済格差と極度の貧困問題を生みつづけているのである。

5．民主化の新たな課題としての人間の安全保障

　選挙により達成した民主化であるが，その結果，バンダ大統領のもとで排

除されてきた政治的エリートの多くが新たに参入し，政治的エリート間の新

たな利害対立を繰り広げている。政治的エリートの多くが有権者である人々

の声を聞くこともなく，閣僚ポストや政治の権益をめぐり，離合集散を繰り

返している現状は，依然として一部の政治的エリートが支配する過去の政治

社会構造そのままである。過去の人権侵害がそうした政争のなかで政敵を排

除し，利権を確保するために行われてきたとすれば，人権侵害をなくしてい

くためにも，そうした構造そのものを変えていく必要がある。それには政治

的議論をオープンな場で行うなど，周辺化されつづけてきた大多数の人々を

政治に取り込んでいく必要がある。

　たとえば Chinsinga［2002: 37］は，貧困撲滅に必要なのは，貧困とは何で

あるかについてのコンセンサスを形成することであると述べている。バンダ
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政権下で貧困問題とはあってはならない問題であり，議論することがタブー

だったが，貧困問題をどう定義し，だれのどのような問題を優先して解決し

ていくべきかを決めることは，きわめて政治的な問題である。そのためにも

周辺化されてきた大多数の貧しい人々が貧困問題をどう理解し，どう解決し

ようと考えるのかを踏まえた政策が必要であり，こうした人々が参加できる

ような政治的議論の場を確保していく必要がある。さらに選挙の投票者とし

てだけでなく，政治の場に貧しい人々が参画していくための環境を整備して

いくことが，新たなマラウィの民主化の課題であるといえよう34。

　民主化を求めたのは政治家だけではない。UDFが政治集会や定期的会議

を通して新しい民主主義を作っていこうとしたように，法律家，学生，教会，

労働組合，メディア，NGOなど，新しい民主主義を作ろうと立ち上がった

人々がいる。国際社会は過去の人権侵害の犠牲者として一部の政治的リーダ

ーに関心を寄せるだけではなく，選挙監視やセミナー，市民教育など，新し

い民主主義を築こうとする人々の地道な活動にも目を向け，支援していく必

要がある。また，カトリック司教団による教書に示されているように，一般

の貧しい人々が直面している課題に対しては，人権侵害や腐敗，極度の貧困

などを生み出してきた政治社会構造や文化という根本的原因から問題解決に

取り組んでいく必要があるが，それは複数政党制の導入以上に，社会に大き

な変化と対立をもたらす可能性も高い。

　また，今後の政治をめぐり，政党間，政党内の対立が激しさを増している

が，政治に暴力が持ち込まれる可能性も少なくない。民主主義を定着させて

いくためにも，過去の人権侵害がなぜ起きたのかを解明し，それを支えてき

た情報網や暴力装置を解体していく必要がある。また，人権尊重に基づく民

主主義についての教育を，学校教育の場だけでなく，政治家や行政官，警察，

軍隊などを対象に幅広く行っていく必要がある。一方，人々の間にはストラ

イキやデモなどが安易に行われるようになっていることへのとまどいもみら

れる。一部の人々の利害だけではなく，マラウィの人々にとっての共通の人

間の安全保障を求めていくこと，「マラウィのあたたかい心」に代表される
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「寛容と協力」（Ngubane［1999］）に基づく民主主義を政府と市民社会がとも

に作っていくことが今後の課題であるといえるのではないだろうか。画一的

な民主化ではなく，それぞれの社会に応じた民主的政治制度の構築と市民社

会の強化を，国際社会が中長期的にいかに支援していけるかが，今改めて問

われている。

結びにかえて―新たな予防外交を求めて

　冷戦終結後，国際社会が直面する新たな課題に対するアプローチとして，

根本的・構造的解決が求められ，社会的変革を射程に入れた構造的予防とし

ての民主化が進められてきた。しかし，マラウィの事例が示すのは，構造的

予防としての民主化の両義性であり，それは国際社会による予防外交のあり

方に，大きな問題を提起していると考えられる。

　第 1に，マラウィの現状は，国内紛争に対する国際社会の関与には限界が

あるということを示す結果となっている。国際社会が関与するのは暴動によ

る死傷者の発生など，基本的に何かが起きた後である。民主化の過程で小規

模ながら武力紛争が発生しているが，民兵の武装解除の過程にも，国軍内部

の対立の過程にも，国際社会は関与した形跡がない。武力紛争の発生を防止

することが予防外交の第 1の目的であるとすれば，マラウィの事例は，各国

における内政の核心部分に関与することのむずかしさを示している。これに

対し，早期の段階で関与できるのが国内アクターであるとすれば，むしろ国

際社会は常に関心をもって見守り，小さな出来事が起きた段階で速やかに国

内アクターの活動を支援していくことが，より現実的な予防外交であるとい

えるかもしれない。

　第 2に，マラウィの現状は，構造的予防としての民主化が，選挙だけにと

どまらず，人権状況の改善，腐敗防止などの政治的民主化，さらには社会

的・経済的領域における民主的変革への関心を呼び起こす結果となったこと
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を示している。つまり，選挙だけでなく，労働組合，教会，学校，法曹界，

軍隊など，さまざまな場で民主的変革が求められる一方，過去の潜在的対立

や紛争を顕在化させたり，利権構造にからんだ新たな経済的対立を誘発して

いるのである。これに対し，国際社会の関心は手続き的な民主化にとどまり，

国際社会の支援も選挙監視や人権状況の改善のための技術支援にとどまって

いる。そのため国際的なアジェンダとなった人権侵害については改善がみら

れるものの，国際的に注目を集めるにはいたらなかった人々の日常の安全保

障をめぐる根本的・構造的課題の多くは，依然残されたままであるといわざ

るをえない。

　第 3に，マラウィでは市民社会に立脚した教会が，節目節目で重要な役割

を果たしたことにより，初期の民主化を政治的エリートだけでなく，市民社

会が支える結果となった。それが現地の状況に即した平和的な政権交替を可

能にしたと考えられる。これに対し，国民投票後はむしろ，政党の代表であ

る政治的エリートを中心とする画一的な民主化が進められている。その結果，

民主化の原動力ともなった教会をはじめとする市民社会の力が十分生かされ

ておらず，政治的エリートによる民主化として手詰まりに陥りつつある可能

性が否定できない。

　本章で考察したように，マラウィの事例は，漸進的な民主化が進められた

ことにより，短期的には国内情勢の悪化が防止できた予防外交の成功例であ

ると考えられる。しかし，その一方で，独裁政権時代の政治社会構造や文化

などが温存され，政治に暴力が持ち込まれようとしていることなど，政治社

会構造的な問題に中長期的に取り組んでいかないかぎり，結局は社会も不安

定化することが危惧される。また，マラウィの民主化は，生存ぎりぎりとい

う人々の日常生活についての教書による問題提起から始まったが，市民社会

からの問題提起に応える形で進めていかなければ，一部の政治的エリート間

の政争の道具と化し，手詰まりに陥ってしまう可能性が常にある。こうした

マラウイの現状は，選挙後にもさらなる民主的変革が引き続き必要であり，

構造的予防が中長期的プロセスであることを示している。
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　最後に，構造的予防における国際社会の役割について考察したい。マラウ

ィのような小国にとって国際社会の役割は重要であり，国連，教会のネット

ワーク，労働組合の国際的連帯，人権 NGOなど多くのアクターに支えられ

ながら，あるいは援助機関をはじめとする国際社会の対応をみながら，マラ

ウィの民主化は進められてきた。しかし，そもそも国内アクターによる活動

がなければ，マラウィにおける平和的な政権交替はむずかしかったであろう。

また，本章で考察したように構造的予防が両義性をもつとすれば，たとえ必

要な社会的変革であっても，現地が不安定化する危険性は常にある。とすれ

ば，たとえ善意からであったとしても国際社会が一方的に構造的予防を進め

ることの功罪はきわめて大きいといわざるをえない。スコットランド教会が，

マラウィの人々の意向を確認したうえで行動を開始したように，国際社会は

＜マラウィ年表＞
1964年 7 月 イギリスから独立。
1966年 バンダ大統領のもとでのマラウィ会議党による一党独裁体制となる。1971

年以降，バンダ大統領は終身大統領。
1989年 ヨハネ・パウロ 2世によるマラウィ訪問。
1992年 3 月 カトリック教司教団の教書「われらの信念を生きる」が全国のカトリック

教会で一斉に読み上げられる。
　　　 5月 ブランタイアでの労働争議が，反政府暴動となりリロンゲにも広がる（約

40人死亡）。パリ国際援助国会議が人道援助以外の援助を凍結。
　　　 6月 長老教会が中心となり，バンダ大統領に公共問題委員会の設立や国民投票

の実施を求める働きかけを開始。
　　　10月 バンダ大統領が国民投票の実施を発表。公共問題委員会と大統領対話委員

会との会合を通じ，国民投票の準備を開始。
1993年 6 月 国民投票の実施。一党制から複数政党制への移行を決定。国民協議会 /国

民執行委員会の設立。
　　　12月 国軍によるMYPの武装解除の実施。
1994年 5 月 複数政党制に基づく第 1回大統領・議会選挙の実施。ムルジ大統領の誕生。
1996年 1 月 バンダ前大統領が過去の人権侵害を国民に対しラジオなどで「謝罪」する。
1997年11月 バンダ前大統領が死去。国葬とする。
1999年 6 月 第 2回大統領・議会選挙の実施。ムルジ大統領が再任される。
2000年 8 月 MCPの分裂など，政党間の離合集散が激しくなる。
2004年 5 月 第 3回大統領・議会選挙の実施。与党 UDFよりムタリカ氏が大統領に初

当選。
2005年 2 月 ムルジ前大統領（UDF党首）と対立を深めたムタリカ大統領が UDFから

の脱退を表明。 5月には民主進歩党（DPP）を正式に発足。
　（出所）　筆者作成。
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現地の正確な状況を踏まえたうえで，現地のアクターや持続可能なメカニズ

ムを生かした支援としていくことを心がけるべきであろう。それこそがマラ

ウィの民主化を開始させる結果となったカトリック司教団の教書の問いへの

答えであり，再び政治に暴力が持ち込まれようとしている民主化の危機を乗

り越え，人々がやっと手にした自由を自分たちのものとしつづけていくため

の方途でもあるといえるのではないだろうか。

〔注〕
⑴　ベルトラン［1991: 192］が述べているように，国連はそもそも世界政治の
現状維持の機構として設立されたものであった。
⑵　ただし，当事国の一方のみの要請により「予防展開」が可能だとしている
点に関しては，合意原則に基づく PKOを逸脱するのではないかとして議論と
なったが，後の「続平和への課題」では合意原則に基づくと修正された（ガ
ーリ［1995］）。
⑶　予防外交の具体的な手段が，軍事的手段に偏っているという批判が示すよ
うに，むしろ直接的予防を中心とする提案であったと考えられる。
⑷　冷戦終結後に発生した紛争116件（戦死者25人以上）のうち，国家間紛争
はわずか 7件であり，それ以外は国内紛争である。1991年の51件をピーク
に1990年から92年にかけて毎年50件前後の紛争が起きている（Eriksson and 

Wallensteen［2004: 625-636］）。
⑸　「平和への課題」が安全保障の視点から出された報告書とすれば，それを補
完するために出されたのが「開発への課題」である。さらにその「開発への
課題」を補完するものとして「民主化への課題」が事務総長書簡として出さ
れている。
⑹　たとえば Lund［1996］は予防外交と紛争予防を同義としているが，危機の
際に軍事力を一時的に行使することも含めている。また，カーネギー財団に
おける予防行動（preventive action）の定義にはあらゆる手段が含まれている
（Carnegie Commission on Preventing Deadly Conflict［1997］）。
⑺　冷戦終結後まもなく OSCEの議長国となったスウェーデンでは，日本と
ともに早くから予防外交を外交政策の柱として積極的に提唱しているが，
こうしたヨーロッパでの予防外交の取り組みを踏まえ，従来型の紛争予防と
の違いを「協調的予防」といった言葉で表現している（Sweden Ministry for 

Foreign Affairs［1997］）。
⑻　1990年にはオランダのフロニンゲンで国際平和研究学会（IPRA）の国内紛
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争解決委員会が開催され，早期警報や予防外交についての活発な議論が行わ
れた。その成果はルペシンゲ I. A. 事務局長（当時）が編集する形で出版され
ている（ルペシンゲ［1994］）。一方，MSFも大規模な国際会議を開くなどし
て，人道的活動の現場を踏まえ予防外交の必要性を訴えている（ウィーゼル
［1997］，重光［2001: 88］）。
⑼　人間の安全保障も，もともとはアジアの市民運動のなかで民衆の安全保
障（ピープルズ・セキュリティ）として求められてきたものである（平井
［2004］）。また，人間の安全保障の概念にも，冷戦終結後の援助疲れがみえる
なかで，先進国の安全を守るためには，途上国の人々の安全を守ることが必
要だという論理や，相互依存関係のなかで先進国も途上国の安全も一体化し
ている，だから人間の安全保障が地球全体のために必要だといったさまざま
な主張がみられる（武者小路［1998］）。
⑽　定義をめぐっては，武力紛争の発生前に限るのか，発生後も含むのか，ま
た軍事的手段あるいは強制的手段を含めるのかといった議論が行われてきた。
予防外交を外交的手段に限定する考え方もある一方，ガリ国連事務総長が
1996年の国連年次報告書で「予防行動」という言葉を使ったことにより，国
連の文脈を離れさまざまな手段を包括する概念としての議論も繰り広げられ
るようになった。論者によって微妙に定義が異なるものの，予防外交，予防
行動，紛争予防が同義語として使われる場合も多い（詳細は平井［2001d］参
照）。
⑾　予防概念を差し迫った危機に直面した際の手段からなる実践的予防（opera-

tional preventionまたは直接的予防）と，危機が起きないようにするための手
段である構造的予防（structural prevention）という二つに分けて議論したの
は，カーネギー財団の報告書が最初である（Carnegie Commission on Prevent-

ing Deadly Conflict［1997: 37］）。また，国際平和研究学会（IPRA）が2000年を
記念して開催した会議の報告書においても，直接的予防，構造的予防という
分類を基調に議論が展開されている（Hampson and Malone eds.［2002］）。
⑿　そもそも直接的暴力からの自由である消極的平和だけでなく，構造的暴力
からの自由である積極的平和の重要性を訴える平和理論を提唱したのはガル
トゥング［1991］であるが，直接的予防，構造的予防とは，この平和理論を
踏まえた概念であると考えられる。また，構造的予防の手段としては，民主
主義（あるいはガバナンス），人権，民族統合，地域協力，武器管理，軍縮の
推進，経済・政治・社会的安定の向上や市民社会の構築など幅広い手段が提
案されている（Wallensteen［2002: 214］，Ackermann［2003: 341］）。なお，直
接的予防の手段としては，事実調査，モニタリングのミッション，交渉，仲
介，対立する集団の間に交渉のチャンネルを作ることなどがあげられている
（Ackermann［2003］）。
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⒀　たとえばマンスフィールド /スナイダー［1995］は，1811～1980年までのデ
ータをもとに民主化途上の国家は体制上の変化を経験していない国家より，
戦争を行う可能性が高いと分析している。
⒁　これに対し川原［1997: 12］は，国際社会による民主化が選挙をはじめとす
る「手続き的民主主義」に限定されており，社会経済的正義の側面での変革
には至っていないことを，現在の民主主義の課題として指摘している。また，
ラディカル・デモクラシーの視点にたてば，民主化とは根元的な原理に基づ
く民主主義の深化を求める永久的なプロセスであり，民主化も中長期的なプ
ロセスとして考えられている（千葉［1995］，坂本・大串［1991: 6］）。これら
が中東欧や途上国の民主化の現状を分析するために求められる新しい理論と
して注目を集めていることにも留意したい。
⒂　1914年イギリス生まれで植民地時代からマラウィに関わり，マラウィ国立
銀行理事も務めたヘンリー・フィリップスは，その自伝で，毎年のようにマ
ラウィを訪れていたが，長年のバンダ大統領との付き合いのなかで，人権侵
害が行われていたことを微塵も感じなかったばかりか，容易には信じられな
いと記述している（Phillips［1998］）。
⒃　MYPはもともと青年による開発組織として設立されたが，その後準軍事活
動を行う秘密組織として，MCPやバンダ大統領などの政敵を不法に調査，拘
留，暗殺するなどの行為を担ってきた（Chirambo［1998: 205］）。一方，ニャウ
も仮面をかぶった踊りなどでチェワ文化を担ってきたが，チェワ・アイデン
ティティによる国家統一を目指すバンダ政権による暴力的支配の手先として
恐れられてきた（Englund［1996: 114-116］）。
⒄　Chirwa［1995: 114-115］）によれば，言論の自由がなく，手紙の検閲や電話
の盗聴が行われ，海外のラジオを聞くこともむずかしかった。海外旅行も規
制・監視されるなかで，政府の意向に沿わないかぎり，海外の情報が入るこ
とも，国内の情報が海外に流出することもないという，まさに「情報の孤島」
であった。また，Ross［1998b: 336］によれば，ある議員が拷問の犠牲者は25
万～50万人であると国会で証言している。
⒅　たとえば，1991年にドレス法（男性の長髪や女性のズボンやミニ・スカ
ートを禁止する法律）に違反した女性が逮捕されたが，これをめぐりマ
ラウィ大学法学部ではドレス法に関するシンポジウムを密かに行っている
（Chimombo［1996: 25］）。
⒆　民主化にともないこうした潜在的な対立・紛争が顕在化し，国内紛争に突
入する可能性も指摘されていた（Ohlson and Stedman［1994: 214］ほか参照）。
政党の多くが政治的亡命者を含む反政府勢力をもとに結成されたと考えられ
るが，AFORDは北部にも基盤を置き，初期の選挙においては北部の独立をプ
ロパガンダとして用いることもあった。
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⒇　たとえば海外に亡命した難民がマラウィの人権侵害や腐敗の問題を国際的
なトピックとして取り上げるよう，政治家，メディアなどに積極的に働きか
けてきた事例が報告されている（アムネスティ・インターナショナル日本支
部［1998］参照）。
21　教書はこの時期，農村でも読まれた唯一の出版物であったといわれる。ま
た，コピー機の登場により，政府の監視の目を潜る印刷手段を市民が獲得し
たことが，言論統制下の民主化運動の大きな力となったといわれる（Chirwa

［1995］ほか参照）。
22　ただし政府の働きかけにより，一時期，一部の宗派が政府側に取り込まれ
ている。民主化をめぐる対立は，政府と教会の対立だけでなく，教会内部の
対立も引き起こしている（Ross［1995: 40-41］）。
23　バンダ大統領は国民投票で負けるとは思っていなかったとともに，国民投
票は，複数政党制選挙が行われるかどうかを問うものであり，複数政党制選
挙においてバンダ大統領が信任される可能性を含むものであった。つまり，
国民投票をまず行い，その後複数政党制選挙を行うという 2段階のプロセス
を踏んだことが，国民投票の結果を受け入れやすくしたと考えられる。
24　植民地からの独立により誕生したバンダ大統領は，イギリスにとり都合の
よいリーダーであり，植民地時代からの大農場や大企業の権益を守ってくれ
る存在であったと考えられる。バンダからムルジ，ムタリカに変わったもの
の，企業家というムルジや前世界銀行エコノミストというムタリカの経歴は，
先進国にとり都合の良いリーダーであったことを窺わせる。見方によれば，
いずれも援助をもらい，支持者（クライアント）に配り，政権を維持してい
る姿である。植民地時代と同じ構造が続いているものの，冷戦終結にともな
い，独裁政権ではなく，民主化や市場経済化を進めるリーダーが求められる
ようになったとも考えられる。
25　たとえば，1992年 3 月15日に学生がゾンバで初めてデモを行った際には国
軍のトラックが学生デモに付き添い，警察やMYPからの襲撃に備える動きを
みせている（Carver［1994: 57］）。
26　Newell［1995: 170］によれば，国軍の幹部の腐敗の問題が明らかになる一
方，兵士への特別手当などの給与がそれにあてられていたことから，下級兵
士はハンガーストライキや給与の受取拒否の行動に出ていることがうわさと
なっていた。
27　MCPのテンボ（John Tembo）党首は，過去の人権侵害を象徴する存在であ
り，バンダ大統領の名のもとに陰で政治を操ってきたと一般に考えられてい
る。
28　“Malawi: Political Divisions Deepen,” OCHA IRIN, Lilongwe, 19 Nov. 2004; 
“Malawi: Mutharika Forms New Party,” OCHA IRIN, Lilongwe, 15 Feb. 2005; 
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“Malawi Leader Settles into Palace,” BBC News, 20 Dec. 2004ほか参照。
29　マラウィでは政党を替わった場合，議員をやめなければならないという規
程があるため，政党の分裂，政党間の離合集散や無党派化が促進されている
と思われる。
30　ムタリカ大統領が収賄の罪で議員を辞めさせることに対し，政治的な新し
い魔女がりではないかとの批判もある（“Malawi: Political Divisions Deepen,” 
IRIN News, Nov. 19, 2004）。

31　国民投票の争点としてバンダ政権下の人権侵害が批判されてきたが，MCP

による過去の人権侵害を象徴する事件として取り上げられたのが，1983年 5
月にモザンビークとの国境に近いムワンザ地区でマラウィの政治家 4人が殺
害された事件である。1995年にバンダ前大統領はじめ 6人が起訴され裁判が
行われたが，マラウィの歴史をめぐる裁判ともいわれた。
32　バンダやテンボに関する証拠はすでになく，代わりに裁判で明らかになっ
たのは当時の事務局長であったヌグウィリ（Ngwiri）が，財政的不祥事や腐
敗の問題が指摘されるのを恐れていたことである。ヌグウィリが，バンダの
名のもとに警察を指揮して財政的不祥事の問題を公に申し立てようとしてい
た議員たちを殺害するとともに，「バンダの後継者争い」という筋書きをメデ
ィアに流し，財政的不祥事の問題から注意をそらしたのではないかとの推論
も示されている（van Donge［1998］）。

33　たとえば，ムルジ大統領が，第 1回選挙後，貧困撲滅のための援助資金
を UDF議員の選挙資金の借金返済に充てたことに対し，援助凍結の措置が
採られている。依然として続くマラウィの腐敗や政治状況を受け，2001年
1 月にもデンマーク政府が開発援助を停止したのをはじめ（Englund［2002: 
15-16］），2002年には IMFや西欧諸国が援助を凍結している（“Malawi: 

Improved Healthcare on the Cards As Aid Resumes,” OCHA IRIN, Lilongwe, 14 
Feb. 2005）。
34　たとえば，憲法を作るための政治的交渉も，政治的エリートの意見を色濃
く反映する結果となっていたことが懸念されている。英語とともにチェワ語
が公用語であるにもかかわらず，英語の読み書きが流暢にできなければ議員
になれない。英語を重視するのはバンダ政権下の議会運営を継承する政策で
あるものの，貧しい人々の多くが議員資格を失う結果となっている。また，
議員に対するリコール制度もなければ，議員には市民への説明責任もない
（Kanyongolo［1998: 366-367］）。
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